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識し，昭和 38 ・ 12 ・ 29 の閣議において L国鉄経営の後本的再建の

ため，党並びに政府は，国鉄の基本問題を調査する委員会を設

置し，昭和 40 年度以降の 5 箇年計画及び之に対する資金確保に

ついての検討を速やかに開始することJ という申合せを行な

った。

このようにして第 2 次 5 箇年計画は，昭和 39 年度で打ち切

られ， 40 年度から第 3 次長期計画に移行することにな っ た。

第 2 次 5 箇年計画の推進によって，国鉄の近代化，輸送サー

ビスの向上等には，めざま しいものがあ ったが，最も大きな成

果は東海道新幹線の完成であろう。 5 年半の歳月と 3， 8∞億円

の巨費を要した新幹線は昭和 39 ・ 10 に開業したが，これは単に

行きづまった東海道線の輸送事情を打開するにとどまらず， 将

来の輸送分野において，鉄道が近代的な交通機関として生きる

ためには，どう あるべきかを示すものであ った。

3 第 3 次長期計画

ヒ述のように第 1 次，第 2 次 5 箇年計幽の実施によって国鉄

の近代化や輸送サービスの向上は著しいものがあ ったが，結局

投資資金が過小であ ったことに加えて，輸送需要が当初の予想

をはるかに上凶 っ て増大したため，慢性的輸送力不足を解消で

きなか った。 このため施設を極限までか動し，いわゆる過密ダ

イ ヤ と 呼ばれる窮余の策によって輸送需要に対処してきたが，

幹線においては混雑が慢性化し，大都市周辺の通勤輸送の混雑

もい っ こ うに解消されず， 貨物輸送も貨車の恒常的ひっぱく に

よ って悩まされていた。

このような状況下において，昭和 37 年に三河島事故， 38 年

には鶴見事故 と い った重大事故が起こり，その根本的な原因が，

いわゆる過密ダイヤにあり，この解消なくしては安全の確保が

困難であるこ と が強く指摘された。そして前述のように昭和 39

年度の予算要求を契機として，国鉄の当面している重大問題を

検討するため，政府に 日本固有鉄道基本問題懇際会が設侵せら

れ，昭和 39 ・ 5 から同年 11 にわたって審議が重ねられた。

国鉄は昭和40年から 45 年にわたる 6 箇年に，総額 2 兆9 ， 720

億円の投資を行なうとし 、う 投資計画を策定して，この懇談会に

提出した。懇談会は，この計画および資金調達の方途等を種々

検討した結果， 期間を l 年延長して昭和 40 年から 46 年までの

7 年間に，おおむね 2 兆 9， 000 億円の投資をすることとし，投

資の進め方については，前期 4 年は年平均 3， 700 億円，後期 3

年は年平均 5， 000 億円とするのが適当であるとの結論を出した。

この基本問題懇談会の意見書は，昭和 39 ・ 11 ・ 27 に総理大臣に

提出され，同年 12 ・ 25 の経済関係閣僚懇談会において u政府は，

日本国有鉄道の新長期計画を，おおむね 2 兆 9，∞0 倍、門の投資

規模をも っ て，昭和 40 年度から昭和 46 年度までの 7 箇年聞に

実施するものとする 。1 との了解が行なわれた。

このように国鉄の長期計画が単に国鉄だけの計画ではなく，

政府のg l 画と してとりあげられたことは，従来かつてなかった

画期的な事柄て'あり，第 3 次長期計画の大きな特色といえよう。

第 3 次長期計画の重点は L大都市付近の通勤輸送の改善1

L幹線輸送力増強1， L直接的保安対策1 の 3 点にあり，その主要

内容は次のとおりである。

通勤翰送については，電車約 4， 580 両を投入するほか，線路

増設，車両基地・電気設備 ・工場等の増強を行なう。幹線輸送

については約 3， 2ookm の複線化を行ない，視線化率を 31 %と

するほか， ターミナノレ改良，線路改良，電気設備 ・ 工場等を精

強する。さらに主要幹線を中心に電化 ・ 電車化を行ない，電気

機関車 1 ， 050 両， 電車 3 ， 210 両を増備する.電化は 3 ， 100km

を予定しており，これによって電化率は 34% となる。非電化区

聞にはデ ィーゼル機関車 815 両，ディーゼル動車 1 ， 430 両を精

備し，ディーゼル化を進める。なお貨物輸送強化のため貨車 6

万 6， 740 両を橋備する。保安対策としては列車自動停止装置の

整備，自動信号化，継電連動化等を推進し，また踏切改良， 雪

害対策，防災強化を行なう。このほか職場環境の整備，医療・

教育施設を充実する。

表ー3 設備投資額総括表(昭和 40-45 年度)
(単位億円)

項 目 | 長期計画案
通勤輸 送 1 5, 190 (17.5) 

施設 3，鈎o (13.4) 
車両 1 ， 2∞ ( 4.1) 

幹線輸送 12， 5∞ (42. 1 ) 

線路用 設 7 ， 700 (25.9) 
タ ー ミ ナノレ改良 2， ωo ( 8.7) 
線路改良 800 ( 2.7) 
信 号 ・保 安設 備 850 ( 2.9) 
電 気設 備 ・ 工 場 550 ( 1. 9) 

電化・電車化・ ディーゼル化 1, 200 ( 4.0) 

諸改良・取替 4, 360 (14.7) 

踏切対策 600 ( 2.0) 
災害対策 770 ( 2.6) 
線路 改良 I 3∞ ( 1.0) 

構内改良 I 820 ( 2.7) 
電 気設 備・ 工 場 810 ( 2.7) 
船 鮒・ 自動車 ・ その他 4∞ ( 1.3) 

職場環~・ ~ 療教育 660 ( 2.2) 

車 両(通勤愉i若を除く) 5, 420 (18.2) 
総係費 1 ， 050 ( 3.5) 

合計 29， 720(100.0)

(注) 1 輸活需主主を充足するためには，上記のほか，東京の外

環状線・似以線 ・ 京葉線等の新線建設が必要であ り，

その建設費の概算額は， 45 年度までに 1 ， 170 億円 ， 50 
年度までに 2， 130 (í!円である.

2 ( )は， 合計を 100 とした場合の構成比.

以上を主要内容と する第 3 次長期計画の項目別投資額は表ー3

に示すとおりである。 (市川静夫)

ちょうひょうかんり 帳票管理 帳禁 と L 、う 用語は，最

初に満鉄が帳簿の L帳1 と伝票の L票1 とをと って名づけたと

いわれている。今日では帳簿 ・ 伝票のほか， 届出用紙等が含ま

れ， 一般的にはも っ と広い意味に解釈されているが，その人の

考え方によ っ て奥なる。

国鉄においては，特定の業務を遂行するため， 一定の様式の

もとに事務処理を行なう伝票 ・ 帳簿・報告類等の用紙をい っ て

し、る。

帳票は事務内容を運鍛および教理保管するための容器，ある

いは設備に相当する。事務処理手続の内容によ って帳繋が定め

られ， これに よ っ て処理される事務の内容と手続により， 記入

内容，方法，流し方，分類などの要求あるいは制約が加わるこ

とになる。 ここに帳思制度 と いわれる理由がある。

帳票制度とは，帳~を主体として考える事務処理系体であり，

帳票と帳票制度とは/1;"[分の関係にある。

帳票によ っ て仕事を命じ，帳票制度によってその処理を決定

し，運行を促し，また，それらを監視している。したがっ て，

これらの適否によ っ て，事務処理に要する手数が大きく左右さ

れる。

一般に帳票だけを切り厳して考える人が多いが，これは帳票

の実体をはあくしない考え方である。帳票だけを取り出して，

これを改善せよとい っ ても，その帳票を用いて遂行される仕事

との関連性を軽視したのでは，単なる機式の改善にすぎない.

したがって，帳票の改善管理は，事務手続と表裏一体の関係に
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